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1 講演の構成 

１．企業における不動産戦略（ＣＲＥ戦
略）の潮流  

２．海外先進企業事例に学ぶ 
 ～アウトソーシングの戦略的活用～ 

３．ＣＲＥ戦略構築に向けた準備 
  



Copyright © 2012 NLI Research Institute All rights reserved. 

2 

 

 

１．企業における不動産戦略
（ＣＲＥ戦略）の潮流  



Copyright © 2012 NLI Research Institute All rights reserved. 

3 ＣＲＥ(企業不動産)戦略とは？ 

不動産（CRE：Corporate Real Estate）
を重要な経営資源の一つに位置付け、
活用、管理、取引（取得、売却、賃貸
借）に際し、CSR（企業の社会的責任）
を踏まえた上で、企業価値最大化の
視点から最適な選択を行う経営戦略 

合理的な企業にとっては、目新しい概念ではなく、 

定石的な経営戦略 
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4 環境変化に伴い高まるCRE戦略の重要性 

 外国人持ち株比率の上昇、物言う株主の台頭 

 ◆CREの所有価値に着目した敵対的買収の増加 

 固定資産の減損会計の強制適用（06年3月～） 

 内部統制強化の要請（Ｊ-ＳＯＸ） 
  

CREへの戦略的対応を迫る外部要因 

 ＣＲＥの利用価値に見合った活用の必要性 

 リスク資産化したＣＲＥの適切なマネジメント体制の構築 

外圧への対応 

 01年4月商法改正：会社分割制度 

 産業活力再生特別措置法（産活法）：登免税軽減等 

CRE戦略構築に活用 組織再編に関わる制度インフラ 
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5 CRE戦略の企業経営における位置付け 
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6 ｢シェアードサービス型｣戦略としてのCRE戦略 

事業部門に対するCREソリューション・ベン
ダー機能 

 ◆日々の事業活動に対するソリューション提示 

 ◆経営トップのコミットメント事項をCRE戦略に翻  

   訳し、実行戦略に落とし込む（＝中期的な経営   

   戦略の遂行をサポートする不動産マネジメント） 

    ＝マネジメント・レイヤーのCRE戦略【コア機能】 

外部サービスベンダーとのインターフェース
機能 

 ◆事業部門と外部サービスベンダーをつなぐリエ  

  ゾン（コーディネーション）機能 
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7 ｢マネジメント・レイヤー｣のCRE戦略事例 

【日産自動車】 
 05～07年度中計｢日産バリューアップ｣における3
つのコミットメント 

   ＜収益性＞グローバル自動車業界でトップレベル  

     の売上高営業利益率の維持 

   ＜成長＞08年度にグローバル販売台数420万台  
  の実現 

  ＜投下資本利益率（ROIC）＞3年平均20%の確保 

  ⇒ 【経営課題の抽出】国内販売ネットワークの再構築 

  ⇒ 【CRE戦略への翻訳】販社不動産の一元管理 
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8 【日産自動車】資産管理機能統合のスキーム 

資料：国土交通省CRE研究会｢企業不動産の合理的な所有・利用に関する研究会(CRE研究会)報告書｣(07年3月)にニッセイ基礎研究所が加筆 
  （国土交通省CRE研究会『CRE戦略実践のためのガイドライン(2010改訂版)』に掲載）。 

日産不動産

日産ネットワーク
ホールディングス

資産管理会社

（存続会社）

連結販売会社
５２社

販売事業会社

（非分割会社）

統合
2006年7月

名称変更 2006年7月

販売店舗
千数百物件を所有・賃借

販売店舗
二百数十件を
所有・賃貸

外部専門会社
業務委託

（日産自動車経由）

分割
2006年4月
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9 【東芝】事業ポートフォリオ・資本構成の入替え 
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10 国交省｢CRE戦略ガイドライン/事例編｣ 

①企業組織再編               

②人材育成                  

③CSR（コミュニティとの共生） 
  の視点       

④環境問題への対応（環境  
配慮型不動産） 

⑤財務評価指標の活用 

⑥企業財務との整合性 

⑦M&A関連事例 

⑧IT活用事例 

⑨アウトソーシングの活用 

⑩先進的ワークプレイス構築              

⑪立地戦略との整合性                 

⑫地代／地価の相対価格に 
よる投資判断       

⑬資産入替え：不動産売却に 
よる本業強化 

⑭事業用定期借地権の活用 

⑮不動産証券化・流動化手法
の活用 

⑯遊休地活用 

⑰海外先進企業事例 

備考：本講演で取り上げる主たる項目に赤字下線を付した。 
資料：国土交通省CRE研究会｢CRE戦略実践のためのガイドライン(2010改訂版)｣より作成。 



Copyright © 2012 NLI Research Institute All rights reserved. 

11 

 

 

２．海外先進企業事例に学ぶ 
～アウトソーシングの戦略的活用～  
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12 海外先進企業に共通する3つの特徴 

 CREマネジメントの一元化＝専門部署の設置 
 ◆IT活用による不動産情報の一元管理 

外部サービスベンダーの効果的活用 
  ◆戦略的業務への特化 

 ◆社内スタッフの少数精鋭化 

 ◆外部ベンダーと形成するバーチャルチームのフル活用 

ワークプレイス戦略の重視 
 ◆戦略の重点は先進的なワークプレイスやワークスタイル  

  を活用したHRM（人的資源管理）に移行 

【主要な事例】 
  IBM、ノキア、サン・マイクロシステムズ*、P＆G、HP 

  *2010年1月にオラクルによる同社の買収が完了。 
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13 外部ベンダー活用のメリットと留意点 

メリット 

 ◆高品質・効率的なサービスの受給（ノンコア業務） 

 ◆戦略の策定・意思決定への専念（コア業務）  

留意点（効果的活用の前提条件） 

 ◆戦略的パートナーたりうる優れた外部ベンダー   

  の存在   ＜海外＞CB Richard Ellis, Jones Lang LaSalle等 

 ◆コア業務・ノンコア業務の明確化 

 ◆ベンダーマネジメント能力の獲得・強化  

 ◆蓄積される実務知見・ノウハウの共有 

外部ベンダーはコラボレーションパートナーととらえる 
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14 外部ベンダー活用による戦略的業務への集中 

 

 

         

＜ノキアにおけるCRE戦略の業務区分と業務範囲（概念図）＞ 

資料：CoreNet Globalセミナー資料等からニッセイ基礎研究所作成。 

＜戦略的業務＞ 

◆戦略の策定・意思決定 

◆外部ベンダーからの提案の検討・評価 

◆事業部門と外部ベンダー間のリエゾン機能 

ベンダー 

マネジメント 

    

  Direct 

    （監督機能）   

 

    

  Manage 

    （ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ管理）   

 

    

  Deliver 

    （ｻｰﾋﾞｽ提供）   

 
自社の業務範囲 サービスベンダーの業務範囲 現在 

目標 自社の業務範囲 サービスベンダーの業務範囲 
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15 ジョーンズ ラング ラサール:受託管理面積と売上高 

    

備考：受託管理面積は平方フィート表示のデータを平米換算した。売上高は78円／ドルの為替レートにて円換算した。 
資料：百嶋徹｢CRE(企業不動産)戦略の進化に向けたアウトソーシングの戦略的活用｣『ニッセイ基礎研REPORT』2010年8月号、 
   アニュアル・レポートからニッセイ基礎研究所作成。 

＜施設管理業務の最近の主要な受託実績＞ 

資料：百嶋徹｢CRE(企業不動産)戦略の進化に向けたアウトソーシングの戦略的活用｣『ニッセイ基礎研REPORT』2010年8月号 

受託元 管理面積 カバーする地域・施設 発表年月

三洋電機 39万㎡ 日本の生産・事務部門の主力拠点 06年1月

米サン・マイクロシステムズ 158万㎡ 44カ国のオフィス、研究所、工場 06年2月

1,394万㎡ 80カ国の工場、倉庫、オフィス等

148万㎡ オフィス、テクニカルセンター（従来からの契約分）
米P&G 08年11月
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３．ＣＲＥ戦略構築 
 に向けた準備  
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17 戦略構築の準備と運用面の留意点 

 CREマネジメントの一元化 

 ◆保有不動産や売買履歴等に関するデータの一元管理 ⇒ ITの活用  

 ◆CRE戦略の意思決定の一元化  ⇒専任組織の設置 

CRE戦略を構築する準備として・・・ 

 評価指標（ROI、ROIC）活用の必要性 
 ◆合理的な意思決定、内外のステークホルダーへの説明責任 

【注意①】評価指標の機械的導入 ⇒ 合理的判断歪める可能性 

 ◆外部経済要因など数値化・マニュアル化しにくい側面 

  ◆高度な専門性と経験の積み上げが不可欠 

【注意②】CRE単体の評価は意味がない（賃貸事業、売却を除く） 
  ◆CREは単体では機能しないシェアードサービス型経営資源 

  ◆投資評価⇒投資プロジェクト単位、 収益管理⇒事業単位 

【CRE戦略の運用面】財務評価指標活用の留意点 
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